
１． 令和4年度農林水産関係予算の基
本的考え方

（１）米政策の在り方について
主食用米需要が少子高齢化等を背景に減少を続ける

中、我が国においては、水田における主食用米から他
の作物への転作を助成（水田活用の直接支払交付
金＊1）することによって、需要の減少と概ね足並みを
揃える形で主食用米の生産を減少させてきた（資料1
参照）。しかし、低収益作物への転作ほど助成金単価
が高く設定されている中、我が国の水田農業において
は、経営規模が大きくなるほど助成金への依存度が高
まり、また収益性が低下するという傾向が見られる

（資料2参照）。本来大規模経営体には、逆に水田農業
全体の収益性の向上をリードしていくことが期待され
るところである。

こうしたparadoxicalな状況を打開し、水田農業全
体の収益性向上を図る上では、輸出用米や野菜・果実

＊1） 「水田活用の直接支払交付金」とは、水田を活用して主食用米以外の作物を生産（転作）した農家に対し交付する交付金をいう。

等の「高収益作物」への転作を促していく必要があ
る。また、そうした取組は、主食用米の国内需要の減
少傾向が止まらず、転作面積の拡大傾向が続く中にお
いて、本転作助成金の財政的持続可能性を確保してい
く上でも必要である。

以上のような問題意識を踏まえ、令和3年度補正予
算においては、主食用米から輸出用米や高収益作物へ
の作付転換の促進に向け、生産者と実需者の連携によ
る水田農業の生産性向上のための取組を支援すること
としている（新市場開拓に向けた水田リノベーション
事業等：453億円）。また、令和4年度予算において
は、「水田活用の直接支払交付金」（3,050億円）につ
いて、輸出用米や高収益作物への作付転換を進めるべ
く、産地交付金による飼料用米等への転作支援の加算
措置を原則廃止するとともに、今後5年間に一度も水
張りを行わない農地を交付対象外とする等の見直しを
実施することとしている。

令和4年度 
農林水産関係予算について
主計局主計官　野村  宗成

資料1　転作助成金による主食用米の生産抑制
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● 水田活用の直接支払交付金（2022年（Ｒ４）当初予算額 3,050億円）

２．水田における主食用米等の所得（イメージ）

（出所）農林水産省「経営所得安定対策等の概要（令和３年度版）」
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１．国が全国共通の単価を設定する枠（戦略作物助成）

２．地域ごとに単価を設定できる枠（産地交付金）

対象作物 交付単価

飼料用米、
米粉用米

収量に応じ、
5.5万円～10.5万円/10a

ＷＣＳ用稲 8.0万円／10a

加工用米 2.0万円／10a

麦、大豆、飼料作物 3.5万円／10a

（参考）ＷＣＳ用稲
（Whole Crop Silage、稲発酵粗飼料）

稲の実と茎葉を一体的に収穫し、発酵させた牛の
飼料

国から配分する資金枠の範囲内で、都道府県等が交付対象作物・交付単価等を決定（輸出用米や高収
益作物を含む）。
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（２） 農地の集積・集約による生産性の向上に
ついて

我が国の基幹的農業従事者＊2数は、2020年と比べて
2030年には約4割、2040年には約7割減少することが
見込まれる（資料3参照）。こうした中において我が国
の農業の生産力を維持、向上させていくためには、農
地の集積・集約を進めていく必要がある。農地の集積・
集約の推進に当たっては、農地中間管理機構（農地バ
ンク）が大きな役割を果たすことが期待されている。

こうした観点から、令和4年度予算においては、農
業経営の生産性向上を図るため、地域の将来的な農地
利用の目指すべき姿を示す「目標地図」の実現に向け
て、農地バンクを通じた農地の集積・集約の加速化を
支援することとしている（令和4年度予算：51億円、
令和3年度補正予算：55億円）。

（３）農林水産物・食品の輸出拡大について
少子高齢化が進む中、我が国の国内の飲食料品の市

場規模は縮小傾向にある。他方、世界の人口は引き続
き拡大傾向にあり、また、新興国や途上国の経済発展
が続く中、世界の飲食料品の市場規模は拡大すること
が見込まれる。我が国の農林水産業の成長産業化を図
る上では、成長が見込まれる海外市場の需要を適切に

＊2） 「基幹的農業従事者」とは、自営農業に主として従事した世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

取り込んでいくことが有益と考えられる。そうした
中、現在政府全体として我が国の農林水産物・食品の
輸出額を2030年に5兆円とする目標を掲げていると
ころである。こうした目標を効率的に達成していくた
めには、他国の経験も踏まえながら、官民が適切に役
割分担し、連携して効果の高い施策に重点化する形で
施策を展開していくことが重要である（資料4参照）。

こうした観点を踏まえ、令和4年度予算においては、
海外市場のニーズを踏まえ輸出重点品目やターゲット
国・地域を定め、官民連携による市場開拓、輸出向け
生産を行う産地・事業者への支援、輸出環境の整備等
を推進することとしている（令和4年度予算：108億
円、令和3年度補正予算：433億円）。

（４）令和4年度農林水産関係予算のポイント
以上の点を中心に、令和4年度農林水産関係予算及

び令和3年度補正予算については、
・農林水産物・食品の輸出5兆円目標に向けて輸出力

を強化するとともに、「みどりの食料システム戦略」
を踏まえ、持続可能な食料システムの構築を推進
し、また、スマート農林水産業の展開等を後押しす
ることとしている。

・コロナ禍の影響を踏まえた米の需給安定や、水田農

資料2　水田作経営における大規模経営体の収益性
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【資料２】
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業の高収益化を進めるほか、競争力強化に向けて農
地の大区画化等や集積・集約化を支援するととも
に、人口減少等が進む中山間地域等の課題にも対応
することとしている。

・森林資源の適正な管理、国産材の安定供給を図り、
林業・木材産業の持続的成長を推進することとして
いる。

・水産改革の方向性に沿って、資源管理に取り組む漁
業者への支援や水産業の競争力強化を推進すること
としている。
こうした結果、令和4年度の農林水産関係予算は、

総額2兆2,777億円と対前年度比▲76億円（▲0.3％）
となった（資料5参照）。また、令和3年度補正予算
は8,795億円となった。

資料4　国内外の市場の変化と輸出拡大の重要性
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○食料・農業・農村基本計画（令和２年３月31日閣議決定）（抄）
令和12年までに農林水産物・食品の輸出額を５兆円とすることを目指す。

○経済財政運営と改革の基本方針2020・成長戦略フォローアップ（令和２年７月17日閣議決定）（抄）
2025年に２兆円、2030年に５兆円とする新たな輸出額目標に向け、（後略）

国内外の市場の変化と輸出拡大の重要性

国内市場は
縮小の可能性
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資料：財務省「貿易統計」を基に作成
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（出所）農林水産省資料を基に財務省作成
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【資料４】
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資料3　農地面積・農業人口の減少と農地集積・集約の必要性
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（出所）基幹的農業従事者数：農林水産省「農林業センサス」を基に、財務省において
独自に推計

年までの総人口：総務省「国勢調査（各年 月 日現在）」、
年総人口：総務省「人口推計（ 年 月 日現在（確定値））」、
年以降の総人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人

口（ 年推計）（出生中位・死亡中位）」
（注）「基幹的農業従事者数」の将来推計における主な前提は以下のとおり。

・ 歳以下は、「 年農林業センサス」の数値を将来にわたって横置き。
・ 歳以上の増減割合は、 歳単位毎にそれぞれ ～ 年の増減割合で
推移すると仮定。
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れまでと同水準で継続する一方で、荒
廃農地の発生防止・解消の施策の効
果を織り込んだ場合の見込み

１．農地面積の減少

（出所）農林水産省「耕地及び作付面積統計」、 年の数値は、農林水産省
「食料・農業・農村基本計画（令和 年 月 日閣議決定）に関する参考資
料「農地の見通しと確保」」

（注） 年の数値は、 年以降も ～ 年までのすう勢（減少割
合）が続くものと仮定して財務省において機械的に推計。
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【資料３】農地面積・農業人口の減少と農地集積・集約の必要性
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年以降の総人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人

口（ 年推計）（出生中位・死亡中位）」
（注）「基幹的農業従事者数」の将来推計における主な前提は以下のとおり。

・ 歳以下は、「 年農林業センサス」の数値を将来にわたって横置き。
・ 歳以上の増減割合は、 歳単位毎にそれぞれ ～ 年の増減割合で
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２．主な施策の概要
以下、主な施策の概要を紹介する（以下の括弧内の

金額は前年度当初予算比）。

（１）輸出5兆円目標に向けた輸出力の強化
農林水産物・食品の輸出5兆円目標に向け、海外市

場のニーズを踏まえ輸出重点品目やターゲット国・地
域を定め、官民連携による市場開拓、輸出向け生産を
行う産地・事業者への支援、輸出環境の整備等を推進。
・輸出5兆円目標に向けた輸出力の強化　107.9億円
（＋8.8億円）、［令和3年度補正予算］432.9億円

（２） 「みどりの食料システム戦略」の実現に向
けた取組の推進

令和3年5月に策定された「みどりの食料システム
戦略」を踏まえ、持続可能な食料システムの構築に向
け、脱炭素等の環境負荷軽減に資する基盤技術の開発
や、化学農薬・化学肥料の使用量の低減等に取り組む
モデル的先進地区の創出等を推進するほか、持続可能
性の高い農業生産活動への支援を着実に実施。

・みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業　
34.7億円（新規）

・みどりの食料システム戦略推進総合対策　8.4億円
（新規）、［令和3年度補正予算］25.2億円

・環境保全型農業直接支払交付金　26.5億円（＋2.0
億円）

（３） スマート農林水産業、農林水産行政の
DXの推進

スマート農業の社会実装を加速するため、スマート
農業技術の開発や産地ぐるみの実証等を推進するほ
か、スマート農林水産業の全国展開に向けてスマート
機械等の導入支援を実施。

また、補助金申請手続等のオンライン化や各種台帳
で分散管理されてきた農地情報のデータ統合を進め、
農林水産行政におけるDX（デジタル・トランスフォー
メーション）を引き続き推進。
・スマート農業の総合推進対策　14.0億円（＋0.4億

円）、［令和3年度補正予算］48.5億円
・農林水産省共通申請サービス（eMAFF）等による

行政手続の効率化【デジタル庁計上】　44.9億円

資料5　農林水産関係予算の推移

区 分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度
3年度

（組替後）
4年度（概算決定）

農 林 水 産 関 係 予 算

(▲ 4.3) (5.7) (1.3) (▲ 0.8) (0.0) (▲ 0.1) (▲ 0.2) （0.4） （0.0） (▲ 0.3) (▲ 0.3)

21,727 22,976 23,267 23,090 23,091 23,071 23,021 23,108 23,109 23,050 22,853 22,777 ▲76

公 共 事 業
(▲ 5.7) (32.9) (1.1) (0.2) (2.6) (1.1) (0.4) （1.5） （0.3） （0.1） <30.6> (0.0)

4,896 6,506 6,578 6,592 6,761 6,833 6,860 6,966 6,989 6,995 6,978 6,981 3

非 公 共 事 業
(▲ 3.9) (▲ 2.1) (1.3) (▲ 1.1) (▲ 1.0) (▲ 0.6) (▲ 0.5) （▲ 0.1） （▲ 0.1） （▲ 0.4） <69.4> (▲ 0.5)

16,831 16,469 16,689 16,499 16,330 16,238 16,161 16,142 16,120 16,055 15,875 15,796 ▲79

農 業 関 係 予 算 17,190 17,128 17,396 17,302 17,308 17,325 17,336 17,297 17,285 17,332 17,151 17,135 （▲ 0.1）
▲16

林 業 関 係 予 算 2,608 2,899 2,916 2,904 2,933 2,956 2,997 2,992 3,006 3,033 3,025 2,977 （▲ 1.6）
▲48

水 産 業 関 係 予 算 1,832 1,820 1,834 1,818 1,784 1,774 1,772 1,892 1,875 1,878 1,870 1,881 （0.6）
11

農山漁村地域整備交付金 96 1,128 1,122 1,067 1,067 1,017 917 927 943 807 807 784 （▲ 2.9）
▲23

（注）１．予算額は当初予算額。上段（ ）書きは対前年度増▲減率、4年度の〈 〉書きは農林水産関係予算全体に占める構成比である。
２．24年度予算は、一括交付金等への拠出額を除く。
３．元年度及び2年度予算は、上記の他に「臨時・特別の措置」を活用した防災・減災、国土強靱化のための緊急対策（R1:1,207億円、R2：1,008億円）を措置している。
４．3年度予算（組替後）は情報システム関係予算を除いたものであり、4年度予算の増減は3年度予算（組替後）との比較である。
５．計数は、それぞれ四捨五入によっているので端数において合計と合致しないものがある。

（単位：億円、％）

農林水産関係予算の推移 【資料５】
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（＋6.0億円）、［令和3年度補正予算］35.2億円
・スマート技術の全国展開に向けた導入支援　［令和

3年度補正予算］77.0億円

（４）米の需給安定と水田農業の高収益化の推進
令和3年度補正予算においては、コロナ禍の影響に

よる米の過剰在庫や米価下落への対応として、民間在
庫のうちコロナ禍の影響による需要減に相当する15
万トンの特別枠を設け、飲食店や子ども食堂等への提
供等を支援。また、主食用米から輸出用米や高収益作
物への作付転換の促進に向け、生産者と実需者の連携
による水田農業の生産性向上のための取組を支援。

令和4年度予算においては、主食用米の中長期的な
消費減少を踏まえ、米の需給安定を図るため「水田活
用の直接支払交付金」による転作支援を措置。
・水田活用の直接支払交付金　3,050.0億円（±0.0億

円）
・コロナ影響緩和特別対策　［令和3年度補正予算］

165.0億円
・新市場開拓に向けた水田リノベーション事業等　
［令和3年度補正予算］452.5億円

・水田活用の直接支払交付金の追加　［令和3年度補
正予算］240.5億円

・農業農村整備事業における臨時特別対策　［令和3
年度補正予算］46.0億円

（５） 農地の大区画化・汎用化、集積・集約の
加速化

農業農村整備事業において、国土強靱化対策等を進
めるほか、農業の競争力強化に向けて、農地の大区画
化や高収益作物に転換するための水田の畑地化・汎用
化を推進。

また、農業経営の生産性向上を図るため、地域の将
来的な農地利用の目指すべき姿を示す「目標地図」の
実現に向けて、農地バンクを通じた農地の集積・集約
の加速化を支援。
・農業農村整備事業関係　4,453.3億円（＋23.2億

円）、［令和3年度補正予算］1,832.0億円
・農地バンクを通じた農地の集積・集約の加速化　

51.2億円（▲15.0億円）、［令和3年度補正予算］
54.5億円

（６）中山間地域等の課題への対応
高齢化や人口減少による中山間地域等の集落機能の低

下、農地の荒廃等の課題に対応するため、集落の機能を
補完し地域コミュニティを維持する農村型地域運営組織

（農村RMO：Region Management Organization）の
形成を支援するとともに、農地の粗放的利用（放牧等）
や農地周辺部の計画的な植林等のモデル的取組を支援。
・農山漁村振興交付金　97.5億円（▲0.5億円）
・多面的機能支払交付金　487.0億円（＋0.5億円）
・中山間地域等直接支払交付金　261.0億円（±0.0

億円）

（７）林業・木材産業の持続的成長の推進
カーボンニュートラル実現に向けた温室効果ガス吸収

量の確保・充実、国土強靱化のほか、林業の持続的発
展を図るため、森林資源の適正な管理を推進。また、木
材の国際的な需給逼迫（いわゆるウッドショック）に対
応するため、国産材の安定供給に向けた環境整備を推進。
・森林整備事業　1,248.2億円（＋1.6億円）
・「新しい林業」に向けた林業経営育成対策　5.2億

円（新規）
・建築用木材供給・利用強化対策　12.6億円（＋0.1

億円）
・木材産業国際競争力・製品供給力強化緊急対策　
［令和3年度補正予算］494.8億円

（８）水産改革の推進
不漁問題、コロナ禍での需要低迷、燃油価格の高止

まりといった課題に対応する観点から、資源管理に取
り組む漁業者に対する経営安定対策等を着実に実施す
るとともに、水産業の成長産業化等に向けて、漁船漁
業や養殖業の競争力強化の実証的取組等を支援。
・漁業収入安定対策事業　201.9億円（＋1.4億円）、
［令和3年度補正予算］592.0億円

・漁業経営セーフティーネット構築事業　18.2億円
（＋16.7億円）、［令和3年度補正予算］89.2億円

・漁業構造改革総合対策事業　20.0億円（＋0.9億
円）、［令和3年度補正予算］65.0億円
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